
 

 
 

事務事業名 耕作放棄地再生利用緊急対策事業 事業コード 2849 

所属コード 141000 課等名 農林部農政課 係名 農畜産係 

課長名 佐々木 和則 担当者名 佐藤 大史 内線番号 6040 

評価分類 ■ 一般  □ 公の施設  □ 大規模公共事業  □ 補助金  □ 内部管理 

 

１ 事務事業の基本情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 概要 

総合計画 

体系 

施策の柱 活力ある産業の振興 コード ５ 

施策 活力ある農林業の振興 コード １ 

基本事業 生産基盤の整備 コード ２ 

予算費目名 なし 

特記事項  

事業期間 □単年度  □単年度繰越  ■期間限定複数年度 開始年度 21年度 

根拠法令等 耕作放棄地全体調査要領 耕作放棄地再生利用緊急対策実施要綱 

耕作放棄地再生利用緊急対策実施要領 

耕作放棄地再生利用緊急対策交付金に係る業務方法書 

 

(2) 事務事業の概要 

 市内の耕作放棄地の全体調査を行い，地区ごとに耕作放棄地を整理し，解消計画を策定。また，

新たな担い手が行う再生作業等について，国の交付金を交付するための事務手続きと予算整理を

行う盛岡市耕作放棄地対策協議会の事務局業務を行った。 

 

 

(3) この事務事業を開始したきっかけ（いつ頃どんな経緯で開始されたのか） 

 食糧の安定供給を図るためには，優良農地の確保とともに耕作放棄地を解消することが必要で

あり，また，消費者の安全・安心に対する関心が高まる中で，耕作放棄地を解消して地域の農業

振興を図る事業として，平成 20 年 4月に調査の概要等が示されたことによる。 

 

 

 

(4) 事務事業を取り巻く現在の状況はどうか。(3)からどう変化したか。 

 平成 23 年度からは，再生作業と土壌改良を併せて 10a あたり 10 万円以上であれば対象となっ

たり，農業者戸別所得補償制度の戦略作物として位置づけられている小麦や大豆を作付するので

あれば，耕作放棄地の所有者や農振白地も対象になるなど制度が緩和してきている。 

 また，耕作放棄地再生利用交付金交付事務等を行っていた盛岡市耕作放棄地対策協議会は，盛

岡市農業再生協議会に統合され，平成 24年度から同対策については，盛岡市農業再生協議会が行

うこととなった。 

 

（平成 23年度実施事業） 



 

２ 事務事業の実施状況（Do）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 対象（誰が，何が対象か） 

 耕作放棄地(農地) 

 

 

 

 

 

(2) 対象指標（対象の大きさを示す指標） 

 
(3) 23 年度に実施した主な活動・手順 

・耕作放棄地全体調査の実施 

・再生利用交付金の交付事務 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 活動指標（事務事業の活動量を示す指標） 

 

(5) 意図（対象をどのように変えるのか） 

 新たな担い手が耕作放棄地を再生するために必要な経費を支援し，耕作放棄地を解消する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標項目 
単

位 

21 年度 

実績 

22 年度 

実績 

23 年度 

計画 

23 年度 

実績 

26 年度 

見込み 

A 農地面積 ㎡ 108,202,411 108,174,657 108,174,657 108,164,425 108,164,425 

B 耕作放棄地面積(未解消) ㎡ 494,317 440,219 264,131 429,064 350,000 

C        

指標項目 単位 
21 年度 

実績 

22 年度 

実績 

23 年度 

計画 

23 年度 

実績 

26 年度 

目標値 

A 耕作放棄地面積(未解消) ㎡ 494,317 440,219 264,131 429,064 350,000 

B 耕作放棄地解消面積 ㎡ 39,599 64,887 176,088 69,501 25,000 

C        



 

(6) 成果指標（意図の達成度を示す指標） 

 
(7) 事業費 

項目 財源内訳 単位 21 年度実績 22 年度実績 23 年度計画 23 年度実績 

事業費 ①国 千円 0 0 0 0 

②県 千円 0 0 0 0 

③地方債 千円 0 0 0 0 

④一般財源 千円 0 0 0 0 

⑤その他（       ） 千円 0 0 0 0 

A 小計 ①～⑤ 千円 0 0 0 0 

人件費 ⑥延べ業務時間数 時間 360 250 250 250 

B 職員人件費 ⑥×4,000 円 千円 1,440 1,000 1,000 1,000 

計 トータルコスト A＋B 千円 1,440 1,000 1,000 1,000 

備考 

 

 

３ 事務事業の評価（See）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 必要性評価（評価区分が「内部管理」の事務事業は記入不要） 

① 施策体系との整合性 

 結びついている 

(理由)耕作放棄地を解消することで，営農定着も図る事業であることから，生産基盤の整備に

結びついている 

 

 

② 市の関与の妥当性 

 妥当である。 

(理由)事業費としては，市の財源が予算化されていない。解消事業を行っている盛岡市農業再

生協議会は，農協や土地改良区等が構成団体となっているが，農業者や農地の対象となる範囲が

限定されるため，総括できる事務局として業務を実施することは妥当である。 

 

 

指標項目 性格 単位 
21 年度 

実績 

22 年度 

実績 

23 年度 

計画 

23 年度 

実績 

26 年度 

目標値 

A 耕作放棄地面積の割合(耕作放棄地

面積(未解消))/(農地面積) 

□上げる 

■下げる 

□維持 

％ 0.4 0.4 0.2 0.4 0.3 

B 耕作放棄地解消面積の割合(耕作放

棄地面積)/（耕作放棄地面積(未解消)） 

■上げる 

□下げる 

□維持 

      

C  □上げる 

□下げる 

□維持 

      



 

③ 対象の妥当性 

 妥当である。 

(理由)法定事務である。 

 

 

 

④ 廃止・休止の影響 

 影響がある。 

 (理由)農業者の高齢化や担い手不足により，耕作放棄地が増加している現状がある。病害虫

の発生など耕作放棄地が他に及ぼす影響もあることから，積極的に事業を推進していく

必要がある。 

 

(2) 有効性評価（成果の向上余地） 

 向上余地がある。 

(理由)耕作放棄地を解消し，営農を定着させることが大きな目的であり成果でもあるため，本事

業を活用した再生利用活動を推進することにより向上する余地がある。そのためには，関係機関

とともに各地区への働きかけや担い手等の情報共有を増やす必要がある。 

 

(3) 公平性評価（評価区分が「内部管理」の事務事業は記入不要） 

 公平・公正である。 

 (理由)耕作放棄地の所有者への支援ではなく，新たに営農定着を図る担い手に対する支援であ

るため，受益機会という点で公平・公正である。 

    また，国からおよそ２分の１の交付金を受け取ることができるが，残りは受益者負担で

あるため，応分の負担があり，費用負担についても公平・公正である。 

(4) 効率性評価 

 事業費について，該当する事業がないため，削減できる事業はない。 

 人件費について，耕作放棄地を解消するために，さらに地区ごとに積極的な情報交換を行い， 

交付金を活用したじぎょうを推進していく必要があり，削減できない。 

 

 

４ 事務事業の改革案（Plan）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 改革改善の方向性 

 平成 23年度から，国が定めた戦略作物を栽培する場合には，所有者による解消，農振白地の解

消も交付金の対象となることになったので，そのことについて周知する。 

 また，地域農業マスタープランの作成にあたり，集落の話し合いに参加し，農地の有効利用に

向けた取組が推進されるよう指導していく。 

 

(2) 改革改善に向けて想定される問題点及びその克服方法 

 耕作放棄地となっている原因として高齢化等による担い手不足だけではなく，傾斜地であった

り石が多かったりといった農地の作業効率の悪さや相続問題などもある。 

 農協や改良区，普及センターなどの助言を得ながら，できる範囲から地域の農業者と意見交換

しながら，地域の農業の確立を目指す。 

  



 

５ 課長意見・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 今後の方向性 

□ 現状維持（従来どおりで特に改革改善をしない） 

■ 改革改善を行う（事業の統廃合・連携を含む） 

□ 終了・廃止・休止 

 

(2) 全体総括・今後の改革改善の内容 

   農業委員を中心に，関係機関等が一体となって取り組むことが必要である。また，耕作放

棄地対策は，農業を取り巻く環境（高齢化，担い手不足）から喫緊の課題であることから農

業委員を中心に関係機関及び団体と連携を図りながら効果的な事業を継続する。 

   なお，耕作放棄地対策は，24年度から再生協議会事務に一本化される。 

 

 

 

 


